
















































 大阪地判平成 18年 3月 20日（判時 1951号 129ページ）。
 大阪地判平成 20年 4月 18日（判時 2007号 104ページ、判タ 1276号 256ページ、
金判 1294号 10ページ）。A社は、平成 14年には上場廃止となり、同年 11月 21
日に再生計画に従い解散している。その後、A社は控訴したが、大阪高裁は、第


































れを否定するのが一般的であった。たとえば、東京地裁判決・平成 19年 5月 23
日・判時 1985号 79ページ、大阪地裁判決平成 18年 3月 29日判時 1951号 129
ページ、大阪地裁判決平成 17年 2月 24日判時 1931号 152ページ、東京高裁判
決・平成 7年 9月 28日・判タ 921号 203ページ、等がある。他方、これを肯定
するものとして、東京地判平成 15年 4月 14日・判時 1826号 97ページ、東京地
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